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保証成長率について
一Harrod[1951]における定義の変更を中心に-

A Study of Warranted Growth Rate 
-Focusing on the changes in the definition by Harrold in 1951-

難波安彦*

NAMBA Yasuhiko 

After the proto勿peof Harrod's dynamics was presented in Harrod (1938)， a lot of research on this dynamics has been per 

formed. It may be safe to say that the most original contribution of Harrod's dynamics was the proposition of the concept 

of warranted rate of grow世1.However， Harrod (1951) re∞nsidered the concept of warranted rate of growth corresponding to 

the criticism he received form Alexander (1950) conceming the definition of the concept. In this paper， we examine Harrod 

(1951) in particular in which he changed the definition of warranted rate of growth. In addition， we carry out an analysis of 

the model of warranted rate of growth in the new definition. 
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はじめに

ハロッドが Harrod[1938J においてハロッドの動学

理論の原型を示して以来、彼の不均衡動学に関して世界

中で彩しい数の著作・論丈が発表されてきた。

新古典派成長論の始まりとなった論文 (Solow

[1956J) においてソローが示したハロッド批判、つまり

ハロッドの動学理論は固定的な要素比率を仮定しており

要素価格調整のメカニズムが働かない理論であるという

批判は新古典学派においてハロッド動学の影響力を大き

く低下させた。しかし、ハロッドの動学理論は固定的な

要素比率を仮定しているという解釈は誤解であり

Harrod [1960J等においてハロッド自身が否定している。

またソローは、不均衡動学であるハロッドの理論を均衡

論的に解釈していた。

ソローの批判と異なりハロッド自身が認めた批判が一

つある。それはアレクサンダ のAlexander[1950J に

おける批判である O アレキサンダーは Harrod

口939J[1948J を検討し、ハロッドは保証成長率を貯蓄
率を必要資本係数で除した水準で、あると共に動学的均衡

であると定義しているが、これは一定の企業家の行動の

型を前提しているとした。そして企業家の行動の型がハ

ロッドの考えているものと異なる時、動学的均衡として

定義される保証成長率は貯蓄率を必要資本係数で除した

水準ではなくなるとしたのである。ハロッドはこのアレ

キサンダーの批判を受けて保証成長率の定義について再

考している O 本稿では特にハロッドが保証成長率の定義

を変えた Harrod[1951]の議論を中心にハロッドの保

証成長率概念について検討することとする。

1. Harrod [1939]日948] における保証成長率の
定義とアレキサンダーの批判

本節では、 Alexander[1950Jにおけるアレキサンダ

のハロッド批判を検討するが、先ず批判対象となった

Harrod [1939J[1948Jの理論構造について簡単に述べた

い。その後で、これに対するアレキサンダ の批判を紹

介する。

さて Ha町od[1948Jでは現実の成長率 (G) は次式の

ように定義されているO

G=モ (1) 

Cは現実の資本係数、 sは貯蓄率を表している O 同様に

保証成長率 (Gw)は次のように定義されていた。

i
c
 
--
円仇 ( 2 ) 

Gは必要資本係数を表している。以上により、

GC=Gwc，=s (3) 

となる O ここでG=Gwの時はC=c，となるが、この状態
に関してハロッドは次のように述べている。

fcがCになるのは、その分子、分母の値が、人々が

手持ちの固定資本と流動資本の量において、過不足がな

く都合がよい場合であるJ1 

つまりハロッドは、 C=c，により G=Gwとなる状態を

現存資本が適正水準にある状態と考えていたのである。

ところで、問題になるのはハロッドが Harrod[1939J 
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口948Jにおいてc=cにより G=Gwとなる状態を、同時
に動学的均衡でもあるとも考えていたということである。

ここで動学的均衡とは、均衡成長、つまり成長率が一定

であることを意味する。 Ha町od[1948Jにおいてハロッ

ドは次のように述べているO

「私はGwを、実際にこの成長率が実現したならば、企

業家は同様の成長率を維持しようとする杜会全体の成長

率と定義するJ2 

つまり c=c，により G=Gwの時、企業家はその成長率

を以後も維持するという意味で保証成長率は動学的均衡

でもあるのである O このことは Ha灯od[1939Jにおい

てより明示的に述べられている O

「我々は今や動学的均衡(保証成長率)と静学的均衡

の聞の違いを構成する非常に重要な点まで到達したので

ある(下線は難波以下も同じ)j3

つまりハロッドはここで動学的均衡を保証成長率と言

い換えているのであるO

以上から解るように、 Ha町od[1939J [1948Jにおいて

保証成長率は次の二つの定義をもっO

(1)さの水準

( 2 )動学的均衡。

(1)は企業家の満足する成長率(最適成長率)であ

ることを意味し、(2 )は「実際にこの成長率が実現し

たならば、企業家は同様の成長率を維持しようとする」

こと、つまり、 Gt-l=Gwの時Gt=Gwであることを示す。

Alexand巴r[1950Jにおいてアレクサンダ が批判し

たのは、保証成長率をよの水準と定義するだけでなく、、c，
動学的均衡としても定義するハロッドの主張である O ア

レクサンダーは述べるO

「決定的な問題は何故G，=GtがGt=Gwを含むのかであ

る?このことは、もし前期から今期への産出量を増加さ

せる諸決意が正当化されたならば、新しい諸決意は次期

に同じパーセントの成長率を継続せしめるようになされ

るであろうかということを意味する O このことはそうで

ある必要はない。そしてハロッド氏がそうであると仮定

していることは彼のモデルの重要な特徴であるJ4

つまり、アレクサンダ は rc=cJにより G=Gwの

状態を、「前の期聞からこの期間へ産出量を増加させる

諸決意が正当化されたj状態と解釈し、また rGt=GwJ

を、企業家が「次期に同じパーセントの成長率を継続せ

しめるjこと、つまり「動学的均衡」と解釈した上で、
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ハロッドは前者は後者を含むと考えているが必ずしもそ

うではないと主張したのである O 続いてアレクサンダー

は述べるO

「仮にそうでないと仮定してみよう。つまり、企業家

の行動は、もし今年の生産決定が正当化されれば(ここ

では正当化という用語にハロッド氏が付与した意味を与

えている)次の年の生産は今年の生産に等しいとしてみ

よう。この仮定の下では、もし Gtがゼロではない正当

化された成長率であれば、 Gtは保証成長率ではありえ

ない。何故ならば、我々の仮の仮定によって、もし Gt

が正当化されればGt+l=0であり、また Gtが保証成長率

であるならば、定義によって Gt+1=Gtを伴わなければな

らないからである。従って企業家の行動の型に関する我々

の仮の仮定はハロッド氏のものと矛盾するのである。J5 

ここでアレクサンダ が主張しているのは rc=cJ

で「前の期聞からこの期間へ産出量を増加させる諸決意

が正当化されたjとしても、この時、企業家が「次の年

の生産は今年の生産に」等しくなるように行動するので

あればG川 =0となるということであり、従って、必ず

しも Gt+1=きとなるわけではないということである。

要するに、保証成長率はc=cとなった場合の企業家の

行動の型に依存して決まるのであり、きである必然性は

ないということである O

アレキサンダーは別の箇所でも同様のことを述べてい

る。

r Gwは全く企業家達の行動の型に依存する O それゆ
えにハロッドが、 Gwは常に存在するのみならず、それ

が去に等しいという証明を提出するのは全く意外であ
るJ6 

以上がハロッドの議論と、これに対するアレクサンダー

の批判である O 整理したい。

( 1) Harrod [1939J [1948Jにおいてハロッドは保証成

長率を去の水準としてのみならず、勤学的均衡とし

ても定義されると考えている O

( 2 )これに対してアレクサンダーは、去の水準で定

義された保証成長率が同時に動学的均衡でもあるのは、

企業家が特殊な型の行動を行うためであるとする。そ

して企業家の行動の型がハロッドの考えているものと

異なる時、動学的均衡として定義される保証成長率は

きの水準ではなくなるとする。

この(2 )のアレクサンダ の批判を、ハロッドは5

編の論文 (Harrod[1951J[1952J[1964J[1968J[1969J) 

と経済動学に関する最後の著作である Harrod[1973Jに

おいて考察している O 次節では特に Harrod[1951Jにお
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けるハロッドの見解を検討したい。

II. Har rod [1951]における保証成長率の概念

本節では Haηod[1951Jにおいてハロッドが、アレキ

サンダーのハロッド批判にかかわり、保証成長率の定義

について論じていることについて検討したい。

Harrod [1951]は置塩日986J、篠崎日987Jにおい

ても考察されているが、本論丈で注目すべきであるのは、

保証成長率の別定義が示されていることである。そして

この別定義の提示はアレキサンダーのハロッド批判にか

かわっている

先ずHarrod[1951]においてハロッドはアレキサンダ

の批判をあっさり認めている O

「アレキサンダ 氏は、私の特定の保証成長率の定義

が、幾分特殊で正当化できない仮定に依存していること

を正しく認識しているJ8

ハロッドの「特定の保証成長率の定義」にかかわる

「幾分特殊で正当化できない仮定」というのは次のよう

なものであるO

「もし事後的投資がいかなる期間においても正当化さ

れたならば、企業家は、(物理的限界によって阻止され

ない限り)続く期間において、以前増加したものと同じ

比率において生産を増加させるであろう。もしいかなる

期間においても 事後的投資が正当化された投資より少

なければ、企業家は次期において生産の成長率を増加さ

せるであろう O 逆の場合は逆であろうJ9 

つまり、ハロッドは自分の特定の保証成長率の定義が、

「もし事後的投資がいかなる期間においても正当化され

たならば、続く期間において、以前増加したものと同じ

比率において生産を増加させるであろう」という企業家

行動の仮定に依存していることを認めているのである O

続いてハロッドは次のように述べているO

「私はこれは企業家の行動に関しては他のいかなるもの

よりも合理的な仮定であると主張するが、事実と一致し

ないかもしれないことを認める用意があるJl0

つまり、特定の保証成長率の定義にかかわる仮定が、

企業家の行動に関する合理的な仮定であると主張する一

方で、事実と一致しないかもしれないとも述べているの

である。

ハロッドは上丈に示されている企業家行動の仮定を公

準Aと呼んでいる O そしてハロッドはこの論文におい

て、いま一つの企業家行動の型を考えてこれを公準 B
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と呼んで、いる O 公準Bは次のようなものである O

「注文を与える各々の代表的企業家をして、もし彼が

現存の在庫が不足していると判断するならば、不足して

いるだけの量の注文をそれに付け加え、もし彼が現存の

在庫が過剰であると判断するならば、過剰な分だけそこ

から差し引いて、直前の等しい長さの期間の注文に含ま

れる注丈量を繰り返させよう O 彼の在庫が、彼の意図し

た注文の一定の分数Cから成る時、過剰でも不足でも

ないと判断せしめようJll

以上は在庫投資にかかわる企業家行動であるが、設備

投資にかかわる企業家行動についても、ハロッドは次の

ように述べている O

「もし企業家が、その設備が都合の良い能力まで使用

されていることを見出すならば彼は恒常的な率でそれを

置き換えるが、いかなる過剰な能力についてもその全部

の量だけその置き換え注丈を減じ、あるいは、もし彼が

その現存操業率でより多くのものを持つことが便利であ

ることを見出すならば、その程度まで設備を増加させる

ということが仮定されるJ12

この公準AとBにかかわってハロッドは次のように述

べている O

「公準BはAと同様に筋の通った仮定であるが、公

準Aよりもより用心深い気質を示す。現実の代表的企

業家はAとBの中間の行動を取るかもしれないJ13

そしてハロッドは公準Bの下での保証成長率につい

て百命じているO

「公準 Bにおいても恒常発展経路は存在する O しか

もそれはごく僅か異なった条件において実現する O 公準

Aの下では企業家の手元の資本量はいつも満足な水準で

ある。公準Bの下では慢性的に不足しているJ14

つまり、公準 Bの下での保証成長率は動学的均衡

(恒常発展経路)としてのみ定義されるから去の水準で

はない。そして企業家は「公準Aよりもより用心深い

気質」であるから、現存資本量は適切な水準ではなく、

慢性的に不足しているのであるO 置塩教授が指摘されて

いるように、ここでは Iwa汀叩tedgrow仕1rateについて

の定義の置換えがおこなわれているJ1Sのであるが、こ
の保証成長率の定義は我々が通常認識しているものと明

らかに異なっている。

以上からわかるように Harrod[1951]において保証成
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長率は企業家行動(企業家の行動パターン)と密接に関

係している O

これは最近精力的にハロッド研究を推し進めている中

村氏のハロッド解釈と矛盾する。

中村氏は中村口986]において企業家の「行動の定式

化とは関係なくハロッドの不安定性原理は成立すると私

は考えるj16 と述べている。中村氏は、ハロッドは理論

を構成する際に二段階のアプローチを取るとし、この二

段階のアプローチを次のように述べる。

「①概念の分類(定義やトートロジーの形で表わされ

る)、経験的に確実な公理、そして諸概念を結び付

けるある程度仮想的な全体像から成る演鐸理論、こ

の段階では、確実性と一般性は高いが、質的な関係

しか明示しない。

②現実の事態の進行を表す事象の連鎖 (sequenceof 

events)の理論。この段階では、経験的なデータを

用いて、各主体の認識が時間上で量的にどのように

変更されるかを捉えなければならない。確実性と一

般性は①よりも劣る推論だが、①よりも前進するた

めに必要であるJ17

そして中村氏は次のように述べるO

「一時点に作用する遠心力は、人々の行動のあり方に

よらず成り立つ①の段階の議論である。J18

ここで「一時点に作用する遠心力」とは、次のー丈か

らわかるように「不安定性原理」を意味するのである O

「つまり、現実のどの時点においても、そのある時点

における保証成長率(特殊保証成長率)の周囲に遠心力

が作用することを示すのである。これが一時点に作用す

る動学的特性を表わす『不安定性原理』であるJ19

従って、中村氏によれば不安定性原理は企業家行動等

の「人々の行動のあり方によらず成り立つj議論なので

あるO しかし、以上で見たようにハロッドは不安定性原

理の基準となる保証成長率を企業家行動(企業家の行動

パターン)と轡接に関連付けて論じている。不安定性の

基準となる保証成長率が企業家行動と密接に関連付けら

れているのに、保証成長率からの議離である不安定性原

理が企業家行動と無関係であるというのは考えにくい。

実際、中村氏の著書には次のような叙述がある O

「しかし、行動の定式化とは関係なくハロッドの不安

定性原理は成立すると私は考える。まず、投資成長率を

維持するに満足な稼働率に対応する資本係数をもって

104 

(特殊)保証成長率を定義する O ・・・したがってこの

保証成長率は、稼働率が高いほど投資成長率を高めると

いう基本的な原理だけで不安定であることが確認できる

のである」却

上記のように中村氏は「投資成長率を維持するに満足

な稼働率に対応する資本係数をもって(特殊)保証成長

率を定義する」とするが、ある水準の稼働率において、

企業家がそれに満足して「投資成長率を維持する」とい

うのは、企業家のある種の「行動の定式化jであると考

えられる。さらに「保証成長率は、稼働率が高いほど投

資成長率を高めるという基本的な原理だけで不安定であ

ることが確認できる」とあるが、「稼働率が高いほど投

資成長率を高める」というのも企業家のある種の「行動

の定式化」であると考えられる。

さて Harrod[1952] においても、 Harrod[1951]と

殆ど同じ内容の議論がなされている。ハロッドはこの論

文で特に公準Aを「全く筋の通った仮定であると考え

ていたが、しかしそうではなかったj21 と述べた後で、

「その特殊な仮定はアレキサンダ によって間違いであ

ると述べられ、私も同意したj22 として改めてアレキサ

ンダーの批判を認めているのである。

以上で述べたように、 Harrod[1951]において、公準

Bの下での保証成長率は動学的均衡としてのみ定義され

ており、 rwarranted growth rateについての定義の置換
えがおこなわれて」いるのである O 次節では公準Bの

下での保証成長率についてさらに検討したい。

皿.公準Bにおける保証成長率

本節では Harrod[1951]において論じられた公準Bの

下での保証成長率についてモデル分析を行いたい。この

試みは既に置塩口986]においてなされている。本論文

で行うのは置塩モデルの一般化である O また本節では置

塩氏が考察されていない公準Bの下での資本係数の動

きについても検討したい。

もう一度確認すれば設備投資にかかわる企業家行動に

閲する公準Bは次のようなものである O

「もし企業家が、その設備が都合の良い能力まで使用

されていることを見出すならば彼は恒常的な率でそれを

置き換えるが、いかなる過剰な能力についてもその全部

の量だけその置き換え注文を減じ、あるいは、もし彼が

その現存操業率でより多くのものを持つことが便利であ

ることを見出すならば、その程度まで設備を増加させる

ということが仮定されるj

モデル分析を行う前に、確認しておかなければならな

いことは、置塩氏が指摘されているように、 Harrod



保証成長率について一Harrod[1951Jにおける定義の変更を中心にー

日951]においては、今期の資本と来期の投資の和が来

期の資本であるということであるお。

この資本蓄積の定義式の下で、我々は、公準 Bの下で

の保証成長率のモデルを次のように定式化する。

モデル I

I什 1=1，+α(RY，κ (4) 

SY.I=I， (5) 

K'+I=K，+I，+I (6) 

1 :投資、 Y:総生産、K:資本ストック、 α:投資の反
応係数、 R: (平均)必要資本係数、 S:貯蓄率
( 4 )が、公準 Bの下での投資態度である O 置塩

[1986Jにおいて本式に対応する式は次式である O

1'+1=1，+ (RY，-K，) 

つまり本論文のモデルは(RY，-K，)~こ投資の反応係数α

を掛けているO このことにより、置塩氏のモデルより一

般的なモデルにしたのである。

( 6 )が今期の資本と来期の投資の和が来期の資本で

あるということによって定義される資本蓄積の式である O

(4) ~ (6)より

v
h
 

，/J
 
K
 

一一，k 
ed 

-ノ

+

K

r
一G
I

一
K
一
+

R

一l

川

=

=

ぃ

G

』

co 
(7) 

(8 ) 

となる。(7)より成長率が正である条件は kくRである

が、従って、これは保証成長率が正である条件でもあるO

また (7)より、

(9 ) k=R-sG， s=s/;α 

であり、 (8)、(9 )より

R-sG 
R-βG川 =--L-L+s (10)

I+G， 

となる。Harrod[195I]における公準Bの下での保証成長

率は動学的均衡としてのみ定義されているからG什 I=G，

=G"， であり、(10)より、

β'G"，2 +(s -R)G"， +S = 0 )
 

唱

E
i

'
E
A
 
(
 

である。これが正の根を持つ条件は、

s-Rく O

である。(11)より、

R-s士.J(S-R)2-4ss 
-- V'- G くG
2β 

であるから、保証成長率の存在条件は、

D=か-Ry-4ss>Oより、

円

/
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'
E
A
 

マh
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一一
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J
 

ヲ
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〉
α
 

である 。 (1 2 ) が満たされると保証成長率はG~" ， G;の二

つ存在する。つまり、保証成長率が存在するためには投

資の反応係数αは一定水準以上でなければならない。

(10)より、

G." =R+βs  R+β 
+1一 ββ(I+G，) (13) 

であるが、

dG，+， R+β 、 A

dG， β(I+G} -
d2Gt+1 2(R +β)G¥ ... ^ 

dG，2 β(l+G'y •. 

である。さらに、(13)より、

G什 1- 0の時、 Gr=74-
K+IJ-S 

G，= 0の時、 札す

であるから位相図は図 lのようになり、成長率は大きい

方の保証成長率G:" ~こ収束する 。

Gr+1 G川 ニ C，

GJ+I=!!..十s-s R十戸
I β 百古c，)

G， 

S 

β 

図 1

次に資本蓄積の式が一般的なものである場合の公準B

の下での保証成長率についてモデル分析を行いたい。こ

の場合のモデルは以下のようになるO

モデルE

I什 1=1，+α(RY，-K，)

sy， =1， 

(4 ) 

( 5 ) 

K'+I =K，+I， (14) 

である O モデル Iとの違いは、資本蓄積の式(14)の投

資がI什 Iで、はなくLであることだけである。

(4) (5) (14)より

k." = k， +s 
+'-1+G， (15) 

である。また (7)、(15)より

R-sG， +s 
R-β'G'+I =一一一」一一 (16) 
一 l+G，

である。この場合の保証成長率も G'+I= G，=G"，であるか

ら、(16)より、
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βGw2 -RGw +s =0 (17) 

である。

Gw1く Gw2

であるから、保証成長率の存在条件は、

D=R2-4βts>oより、

4s2 
α〉ーーァ
R" 

(18) 

である o (1 8 ) が満たされると保証成長率はG~， と G:，の二

つ存在する。つまり、この場合も保証成長率が存在する

ためには投資の反応係数αは一定水準以上でなければな

らない。

(16)より、

" R+β R+β+s 
'-Jt+l一 ββ(J+ G，) 

であるから、

dG'+1 R+β+s、ハ d2Gi+1 2(R +β+s)G， _" 、一
dG， β(I+GJ . dG，2 β(I+G} ー

である O さらに(19)より、

(19) 

G什 1- 0の時、 Gr=7ζ-
K+[j-s 

G，= 0の時、 札五
であるから位相図は図2のようになり、成長率は大きい

方の保証成長率G:， ~こ収束する O

G'+l G川 二 G，

…
同

G， 

β 図2

以上より、モデル IとEの両方において、公準 Bの

下で保証成長率が存在するためには投資の反応係数αは

一定水準以上でなければならない。またこの時、公準B

の下での保証成長率は二つ存在し、現実の成長率は大き

い方の保証成長率に収束する O

次に、資本係数の動きを検討したい。

先ずモデル Iにおける資本係数の運動方程式は (4) 

~( 7)より、

k 
kt+l =一一一一一一一+s
1+α(R 久)

である。(20)から、

(k'+1 -s ){1 +α(R-k，)}=k， 

であるが、均衡資本係数kは恥1= k，=kより、

がー(R+ポ+1~+sR 1=0 
1α/  

である。(21)より、

K2=R吋(R+sYtベ
であるから、均衡資本係数の存在条件は、

D = (R+S)2 -41 ~+sR 1> 0 より、
1α1  

4s 
α〉一一一一一一ー
. (s-RY 

である。(22)が満たされると均衡資本係数はどとどの二

つ存在する。成長率が正である条件はkくRであったが、

大きい方の均衡資本係数どは次式で明らかなように Rよ

(20) 

(21) 

k1 < k2 

(22) 

J 叶(収Rれ山+廿吋S

R+s+長五 =R

また (20)より、

dL+αf  

瓦=一{1+α(R久)y>り

d2kT+1ー 2α(l+aR) di  

dk，2 {l +α(R-k，)Y' -

である。さらに、 (20)より、

k，=Oの時、 k，+I=S

であるから位相図は図3のようになり、資本係数は小さ

い方の均衡資本係数k1に収束する O
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kt+l 

k ー」一→，+，ニァ「ケマτ+s
l十日 R-ι)

k2 R k， 

図3

次にモデルEにおける資本係数の動きを検討したい。こ

のモデルにおける kの運動方程式は (4)(5) (7) 

(14)より、

k. +s 
U ー ャ

叶 +1一1+α(R-kt)

九1{1+α(Rーム)}=kt+s

であるが、均衡資本係数kはんl=k，=kより、

(23) 

が-Rk+三=0
R (24) 

である。(24)より、

K1 2 =R 士 ~R2 _ ~ 
k1くk2

であるから、均衡資本係数の存在条件は、

Dd t 〉O より、

ゐ一

R
〉
α
 

(25) 

である o (25)が満たされると均衡資本係数はどとどの二

つ存在する。保証成長率が正である条件はkくRで=あった

が、この場合も大きい方の均衡資本係数どは以下のよう

にRよりも小さい。

R+.IR2一企 庁

e=~- R く互土."JR"=R 

または3)より、

d2kt+1 _ 2α(1+αR) ¥A 

dkt2 {1+α(R-kJY --

d2kt+1ー 2α2(R+s) ¥凸

dkt2 {1 +α(R-kJY --

である O さらに、(23)より 、

k，= 0の時、 九=一三-
・ ー 1+αR

であるから位相図は図4のようになり 、資本係数は小さ

い方の均衡資本係数k1に収束する O

kt+l 

kH1=dh  

S 

l+aR 

k2 R k， 

図4

以上より、モデル IとEの両方において、公準Bの

下で均衡資本係数が存在するためには投資の反応係数α

は一定水準以上で、なければならない。またこの時、公準

Bの下での均衡資本係数は二つ存在し、現実の資本係数

は小さい方の均衡資本係数に収束する。

ところで、 以上で公準 Bの下での保証成長率に対応

する均衡資本係数どとどが (平均)必要資本係数Rより

も小さいことが明らかにされたが、これは保証成長率が

正である条件であった。

ところでkくRは経済的にはどのような状態であろうか。

それは

互くR
Y 

を意味するから資本不足の状態である O そして確かに

Ha町od[1951]でハロッドは次のように述べていた。

「公準 Bにおいても恒常発展経路は存在する O しか

もそれはごく僅か異なった条件において実現する。公準

Aの下では企業家の手元の資本量はいつも満足な水準で

ある O 公準Bの下では慢性的に不足しているj

つまり、公準 Bのモデルにおいて保証成長率が正で

ある条件は慢性的な資本不足の状態を意味するのであるO

おわりに

Harrod [1938J以来、ハロッド動学に関して世界中で

多くの研究がなされてきた。

ハロッド動学の基本概念は保証成長率であるが、ハロッ
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ドはアレクサンダーの Alexander[1950] における批判

を受けて保証成長率の定義について再考している O 本稿

では特に Harrod[1951]を中心にハロッドの保証成長

率を巡る考察について検討した。

第I節で先ず確認したのは Harrod口939] 口948] に

おいて保証成長率は、去の水準であると共に動学的均衡

であるという次の二つの宗義をもつことである。これに

対しアレキサンダーはよの水準で定義された保証成長、c，
率が同時に動学的均衡でもあるのは、企業家が特殊な型

の行動を行う場合だけであると主張した。そして企業家

の行動の型がハロッドの考えているものと具なる時、動

学的均衡として定義される保証成長率は去の水準ではな

くなると主張した。

第E節ではアレクサンダ のハロッド批判を踏まえて

Harrod [1951] を検討した o Harrod [1951]は置塩

口986]、篠崎 [1987]においても考察されているが、こ

の論文で注目すべきであるのは、ハロッドがアレキサン

ダーの批判を受け入れたことであり、動学的均衡として

のみ定義された保証成長率の別定義を示したことである。

第E節では Harrod[1951]の保証成長率の別定義の

モデルを提示した。このモデルは置塩 [1986]において

展開されたモデルを一般化したものである。我々はこの

モデルにおいて保証成長率の動きを検討すると共に、置

塩氏が検討されていなかった資本係数の動きをも検討し

た。第3節のモデル分析で明らかになったのは次の3点

である O

(1)投資の反応係数が一定水準以上の時、公準 Bの

下での保証成長率は二つ存在し、現実の成長率は

大きい方の保証成長率に収束する O

( 2 )投資の反応係数が一定水準以上の時、公準Bの

下での均衡資本係数は二つ存在し、現実の資本家

数は小さい方の均衡資本係数に収束する。

( 3 )公準Bにおいて均衡資本係数は(平均)必要資

本係数より小さいが、これは保証成長率が正であ

るための条件である O
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3 Harrod [1939] p.21. 
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6 Ibid.，p.725. 

7 アレキサンダーのハロッド批判については難波

[2000]第3章を参照のこと O

8 Ha町od[1951] p. 271. 

9 Ibid.，pp.271-2. 

10 Harrod [1951] p.272. 
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